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12 国際地域学研究 第2 号1999 年3 月
2 。 不 良居 住 地 整備 政 策 の 変 遷過 程
過去50年間の韓国の都市政策は激変する社会経済状況に対応しながら大きく変化してきた。朝鮮
戦争のあった1950年代は、具体的な都市管理政策や制度を整備せずにやってきた。1960年に入ると、
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表｜ 不良老巧居住地の整備制度の流れ
















































































































88.5 」0 ノ; 賃借人から入居希望住宅に関する意見書(7 坪規模のアパート、または
アパートの部屋1 室の中で選べる）を受け取り、建築計画に反映

















































































支 援 類 型 支 援 内 容




分譲住宅：I 戸当た 卵200-1400 万ウォン（年利7.5-9.5％）
























区 分 現 地 改 良 方 式 共 同 住 宅 建 設 方 式
施 行 者 住民 自治体の長あるいは公共機関





土 地 所有権の変化なし 土地補償














施 行 節 次 建築許可申告―改良資金中請一竣工検査 改善計画の立 案一住宅建設事業計画の承
認・申請一工事着工一住宅供給



























































表6 ソウル市の再建築事業の推進現況（1996年3 月3旧 基準）
年度 ― 戸 建 て 連 立 住 宅 ア パ ー ト 計
組 合数 賄世顧 踊世錯 組 合 数 蹄世肆 計mm 組合 数 既雌顛 踊 世帯数 紺 合 致 既m琵 計iifS
-90 1 ilO 583 7 372 412 2 450 499 10 932 1,494
91 1 60 146 3 183 1,152 5 1,725 2,642 9 1,968 3.940
92 2 501 2,030 10 703 1,814 4 678 1,416 16 1,882 5,260
93 7 573 1,660 26 1,718 4,299 H |,607 3.115 44 3,898 9,074
94 H 1,069 5.056 37 1.689 4.543 フ 1,457 3.119 55 4,215 12,718
95 10 1,061 4.512 72 4、664 12.048 19 5,632 10,674 101 11,357 27,234
96.3 3 453 1.508 14 888 2.334 3 494 1.018 20 1,835 4,860
計 35 3,827 14.693 169 10.217 26、519 51 12.043 22.483 255 26、087 63.695
出典：ソウル市住宅 企画課
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い る。1993
年には再建築事業の容積率が大 きく緩和されてから、事業は急激に増加す る。1993 年には49
の組合が認可され、1995 年には91 、1996 年には122 に増加した。とりわけ、容積率が100 ％から400 ％
に緩和されたことにより、低層アパート団地も連立住宅 と共 に再建築 の対象とし て大きく脚光を浴
びるようになった。再建築事業による階数の変化をみると、アパートの場合、平均4-6 階から18-25
階以上の超高層アパートへと変 わっている。
再建築の対象住宅の経過年数をみると、住宅竣工から再建築の組合結成 までの時期 を基準 として、
相当数の対象住宅が まだ20 年も経ってないことが分かる。1995 年3 月現在、事業計画の承認 を得た
再建築組合のうち、経過年数が20 年 を越えた建物は、アパート29.3％、連立住宅47.5％、一戸建て住
宅23.2 ％に過ぎない。特に対象住宅のうち、連立住宅 は建築から15年 も経っていない組合が83 ％に及
んでいる。
表フ 再建築対象アパートの経過年度（組合設立基準） 単位：組合数
10年以下 10-15年 16-20年 2ト25 年 26-30年 30年以上 合 計
一 戸 建 て 1 1 5 10 5 1 23
連 立 住 宅 10 29 3 14 - 1 47
ア パ ー ト 1 9 9 10 - - 29








住宅改良再開発事業 再 建 築 事 業 住居環 境改 善 事業
根 拠 法 都市再開発法（1976年） 住宅建設促進法（1977年） 都市低所得住民の住居改善の
ための臨時措置法（1989年）

























住宅改良再開発事業 再 建 築 事 業 住 居 環境改 善事業
対 象 不良住宅密集地域 老朽不良住宅 不良住宅密集地域
































安 全 診 断 不要 不要 不要
















・譲 渡所得税、特別 付加 税50
％減免




住居環境改善事業 住宅改良再開発 再 建 築
地 区 措 定 406 343 616（組合承認）
事 業 完 了 56 186 3□（事業認可）
施 行 中 291 100 -
未 施 行 59 57 299
0 再建築は95 年末基準 資料：建設交通部
























6 。 お わ りに1950
年に約18％に過ぎなかった韓国の都市化率は1995年にはおおよそ85％に増加した。このよう
に急激に進行されてきた都市化の過程は様々な都市問題を生じた。不良居住地の問題は代表的な都
市問題の一つである。速い都市化の進展に伴い、低所得層への低廉住宅の供給が著しく不足したた
め、無許可定着地区の形成や無計画的に建てられた住宅地の老巧化とともに不良住居地はますます
拡散されてきた。
これらの問題を解決するために多様な開発事業が行われていたが、適切な誘導および統制策の不
足や施行機関の問題認識の不在のため、満足できる成果を得ることができなかった。むしろ、事後
対策もない撤去再開発方式、地区単位の短編的な開発事業、地域の特性を無視した画一的な事業、
利潤追求の論理による開発事業などは、都市空間の混雑と非人間的の都市を生じる原因になってき
た。しかし、都市空間構造の改編においては相当な効果があったと評価される。
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〔注〕O
日本で言う建替えを韓国では再建築と称する。2
）無許可定着地区は、またダル・ドンネ（月の村）、サン・ドンネ（山の上にある村）とも呼ばれる。丘に頂に
あるので月に一番近い村、老巧化した粗末な家が多く、家の中から月が見えるなどの意味で人々から呼ばれ
ている。3
）今までの不良住居地の整備は法的措置でなく臨時の行政的措置により行われていた。一時の手段として使わ
れていた行政的措置は、他法との連携性の不足や事業の持続性の欠如などにより、効果的に事業を推進する
ことができなかった。この法はそのような問題点を是正するために制定されたものとして、1981年12 月31日
までの限時法であった。4
）……事業参加者とは……「3.1 事業の構造と参加者の役割」を参照。5
）韓国での基礎自治体は市と郡であり、郡守とは郡の長である。6
）自治体の長が当該地域内に賃借人のための住宅を建設・供給することが不可能であると判断する場合、また
は当該地域内の借家世帯主の総数が土地・建物所有者の1/2 未満となる場合に限り、賃借人の同意を得なく
ても地区指定が可能となる。
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